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　マシュー・アーノルド(Matthew Arnold, 1822-1888)は『教養と無秩序（Ｃ公証ｒｅ ａｎｄＡｎａｒchｙ）』

の中で「教養主義」を擁護し，教養に励むことは，古今東西の「考えられ，表現されてきた最善

のもの」に触れることにより自己完成を追求することに他ならない，と主張してい｡ﾋﾟﾑ最善の文

化を知ることにより，つまり最善の文学者や哲学者，思想家の代表的な作品に耽ること，またオ

ペラや演劇を鑑賞すること，博物館や美術館へ通うこと，歴史を知り政治経済論争の足跡を辿る

ことにより，新鮮な叡智に触れ，自らの固定観念や慣行を反省し，己を磨くことができる，とい

う。大学における「教養」とは，したがって，学生の厳格な「道徳的品性」(character)を育みっ

つ，より普遍的で開かれた知性を涵養することを目的としているものである。

　個人的な話しで恐縮ながら，筆者は二十年程前に京都大学で教育を受けたが，今思えば，当時

はまだ教養主義の名残ある古き良き時代であった。自らの専門たる法学に加え，複数の語学，生

物学や数学，人類学や歴史学，哲学や政治学など，多種多様の学問に触れる機会に恵まれたし，

時間的余裕もたっぷりあった。名曲喫茶に毎日のように通い，名曲を聴きながら一日数時間ずつ

読書に耽っていた。西洋・日本の古典から現代文学まで，授業とは直接関係のない不朽の名作を

数百冊は読破した。もちろん今の学生でも教養主義的な読書をしている者はいるに相違ない。し

かしながら，当時はこうした生活をしても浮かないだけの教養的雰囲気があった。大学では多く

の学生が専門を超えた様々なことに関心をもち，政治や文学，フェミニズムなどをめぐって熱く

論戦を張りあったものだ。

　学問的にも人格的にも尊敬できる恩師にも大変恵まれた。友人や親しくして下さった先生方と

の交流に啓発され，和辻哲郎の『古寺巡礼』を片手に奈良付近の寺々に遊びに行ったり，週末は

京都の史跡巡りを楽しんだ。目先の試験のための知識より乱　もっと広く，深い教養を教わった

気がする。教養部を含む大学が自己形成の場であったことには疑いの余地はない。非常に幸福な

学生時代であった。

　残念ながら筆者が味わった教養主義的環境はもはや存在しないようだ。当時の京都大学教養部

が大学大学院人間・環境学研究科となって教養を担う機関はなくなり，国立大学を中心に「教養

部」の多くが類似する運命を辿ってきた。教養の没落について筆者白身は，旧制高校の廃止が大

きな失敗であったと考えるが，同様に教養部の廃止にも肯くことができない。思うに旧制高校
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や教養部が培ったエリート主義・教養主義という伝統の瓦解・没落は嘆かわしい。

　さて，いつの間にか筆者自身も教鞭をとるようになったが，今の大学の学生をみていると「教

養」どころか，活字離れが甚だしく，読書そのものが犬猿されている。河合栄治郎全集が売れる

ような時代ではもはやない。

　筆者は大学から大学院に進学し，助手などを務めた後に，オーストラリアのモナシュ大学に就

職して，約一〇年回籍を置いた。この数年の間に日本とオーストラリアの二国間を行き来して，

両国の大学が世界・学界の動向に対する対応の仕方，教育や研究に対する考え方や対策の違いな

どを目の当たりにし，一大学人として日本の現状を危惧するようになった。本稿では，国際評価

に焦点を絞って，日本の大学の分析に着手する。

大学間競争の新時代に突入

　『週刊東洋経済』が二〇〇五年に報告しているように，日本には七二六校もの四年制大学があ

ぶｽ過去十年間，一二八校（三〇％）も増加しているのに対し，日本の一八歳人口は二〇％減少

している。明治以来の進学率の絶え間のない上昇と一八歳人口の絶え間なき増加という大変恵ま

れた条件の下で，日本の大学はいわば「売り手市場」で自らの質の向上に躍起になることなく，

自助努力をせず，怠惰が許されるような環境にあった。幸か不幸か，その時代には幕が閉じられ

た。今や，日本の大学は，競争相手の増加，そして日本社会の激的な少子化や人口減少という実

に厳しい，未曾有の状況に直面している。国立大学の再編・統合や独立行政法人化により，今後，

大学間競争は熾烈化の一途を辿っていくことは想像に難くない。日本では，学力の全般的な低下

や大学のレジャーランド化といった問題に加え，定員割れ，学科・学部・大学の統合や消滅，そ

して大学倒産が今後日常茶飯事化するであろう。

　ここにきて更にもう一つの波が押し寄せようとしている。つまり，世界的規模における大学間

競争の新時代に突入しようとしていること，そして日本の大学の国際競争力の欠如および国際評

価の低さのもたらす打撃である。日本の一八歳人口の減少を補うのに，海外に眼を転じる動きも

あるが，ここで忘れてならないのは，留学生の数だけでなく，質という問題である。研究教育力

の高さというセールスポイント抜きには，海外の優秀な「買い手」がわざわざ日本を選ぶ理由は

何一っない。事実，優秀な「買い手」はアメリカ合衆国やイギリスなどに流れ，そこで引き受け

てもらえない留学生か日本に流れているというのが，日本の大学市場の現状である。高等教育の

国際市場が形成されつつあるが，長い伝統を誇り，数多くの優れた学者・研究業績を世に輩出し

てきた日本の大学の圧倒的多数は，今やこの国際市場の底辺に組み込まれようとしている。

　かかる状況の下では，日本の大学の「大学産業」は果たして生き残れるか否か，真剣に考える

必要がある。個々の大学云々という段階ではない。一定数の大学が潰れるのはもはや避けようの

ないことで，生き残る条件として何か必要かということが問われる時代に突入したのである。多

少とも生き残りを意識している大学経営陣が標榜するのは，しばしば，大学の「国際性」である

が，では，「国際」大学とは一体何だろうか。
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日本の「国際」大学の非国際性
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　思うに国際大学には少なくとも二種類ある。一つは研究や教育における国際基準，グローバ

ル・スタンダードを把握し満たそうとする大学，つまり本来の意味での国際大学であり，国際社

会においても競争力を（少なくとも潜在的には）もつ大学である。また一つは「国際結婚」のよう

な用法で，外国人教員が一人でも，外国出身の学生が一人でも多くいて，一部の授業を英語で行

う「国際」大学で，国際基準（中でも研究力や教育の質）とは何ら関係のない，日本にしか通用し

ないような「大学」だ。皮肉なことに，「国際」といえば「国内」学生が集まるだろうという安

易極まりない発想で，つまり非国際的動機に基づいて，「国際」という言葉が乱用されているの

だ。

　日本には「国際結婚」的な「国際」大学がやたらと多いが，その中で国際基準を満たそうとす

る，国際的通舒匪のある大学は今のところ殆ど皆無といっても過言ではなかろう。事実，日本と

いう国は，世界水準に関心を一切示さない「国際」大学の蔓延する国と化してしまった（無論，

「国際」という看板を掲げず，なおかつ国際基準に無関心な大学もある）。とはいえ，国際化，グローバ

ル化しつつある今の世の中では，国際基準を度外視し続けることはもはや許されまい。洋の東西

を問わず，学生は地元の大学，国内の大学へ進学する必然性はもはやなく，海外の大学も選択肢

の一つと看倣されるようになってきた。事実，オーストラリアやイギリスなどでは，優秀な私費

留学生か大学財政の主柱となっている。インドや中国の中産階級化が今後も進むであろうが，そ

の結果，先進国における質の良い，つまり国際評価の高い大学に対する需要は，先進国における

全般的な少子化と反比例する形で今後ますます増加していくことになろう。

　国の内外の大学を射程内に入れる流動的な受験生のニーズに答えるためにも，各国の大学を国

際的に評価し順位づけること（以下では大学評価と略す）が決定的に重要な作業となってきた。筆

者も一大学教員として留学生の勧誘に携わったことがあるが，筆者の経験からいっても世界各国

の大学を視野に入れるようになってきた優秀な留学生には，悪質な「商品」はもはや売れない時

代になった。その背景には，国際市場における「叡智」の競争がますます激しくなってきたこと

が挙げられるであろう。各国の大学は留学生を含む学生獲得に四苦八苦しているが，そこでは国

際評価，そしてこの評価を左右する研究業績（換言すれば研究業績を出す学者）が決定的に重要な

役割を果たしている。優秀な留学生やその親，高等学校の教諭は大学の質を熟知しており，一流

大学でない場合，こちらから奨学金を約束しなければ（つまり学費を学生に払ってもらうよりこちら

から払うことを約束しなければ），なかなか興味を示してはくれない。尤も，留学生の中には，日本

で働くという目的が主で，最初から大学で勉学に励む気のない者も含まれていて，その場合，勧

誘は相対的に楽であろう。ただ，優秀層を獲得しなければ大学の評価や質を高める効果は到底期

待できない。筆者自身の経験を顧みて乱学費を支払う優秀層を獲得しようと思えば，やはり大

学評価を高めることに精魂を傾けるしかない。

　さらには，民間企業などが研究プロジェクトを委託する際，それぞれの大学の評価を知る必要

もあろう。海外の大学を卒業した学生が帰国して就職活動をする際，雇用主はその学生の出身校
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がどれぐらいのレベルなのかを確認しようとするであろう。学者が越境をしてでもよりよい大学

に就職・栄転しようとする傾向が今までにも増して見受けられるようになってきたが，とりわけ

外国の大学に就職しようと考えるとき，当該大学の質を知る必要が生じるのである。

世界各国の大学ランキングの時代に

　無論，国内の大学の順位づけは，日本でも古くから行われている。知名度や偏差値，あるいは

一流企業への就職率，司法試験等の合格者数による評価はよく知られているが，国際社会ではむ

しろ出口の質が重視され，そして何といっても学生時代に学んだことおよび高い教育水準を保証

する教員の研究力が重視される。日本と異なり，国際評価の高い海外の大学では，教育という過

程・プロセス，そして何といっても高等教育を施す上で欠くことのできない研究に力を入れるこ

とが至上命題である。

　世界各国の大学評価を実際にみてみよう。上海交通大学の高等教育研究所は，二〇〇三年度か

ら「世界の大学」と評されるトップ五〇〇校を，またイギリスのＴｈｅ ＴｉｍｅｓＨｉｇｈｅｒＥｄｕｃａtiｏｎ

Sｕｐｐｌｅｍｅｎt（ＴＨＥＳ）（以下ではタイムズ誌と略す）

育に関する権威ある雑誌

お馴染みのタイムズ誌が発行する，高等教

は，二〇〇四年度から世界のトップニ○○校をそれぞれ挙げている。

　タイムズ誌では，二〇〇四年度の場合，トップ一〇は，ハーバード，カリフォルニア大学バー

クレー校，ＭＩＴ（マサチューセッッエ科大学），カリフォルニアエ科大学，オクスフォード，ケン

ブリッジ，スタンフォード，エール，プリンストン，スイス連邦工科大学チューリッヒ校などが，

数年間後の二〇〇七年度は，ハーバード，ケンブリッジ，オクスフォード，エール，ロンドン大

学のインペリアル・カレッジ，プリンストン，シカゴ大学およびカリフォルニアエ科大学，ユー

ニバーシティ・カレッジ・ロンドン，そしてＭＩＴが挙げられている。一貫して英米の大学が群

を抜いている。

　タイムズ誌の評価基準では，各分野の研究家による第三者的評価(peer review)に加え，研究

力・教育力をはかるのに，定評のある学術誌に研究論文が引用されている頻度，一人当たりの教

員に学生の数がどれだけ抑えられているかをみている。また，わずかではあるが，海外からの教

員数，留学生数も考慮されている。以下では，方法論など，より優れた評価基準を駆使している

タイムズ誌を中心に検討するが，まず上海交通大学高等教育研究所の評価を概略しよう。

世界からみた日本の大学のランキング

　大学の数では世界の中でも指折りの国，日本の大学に対する評価はどうか。

　上海交通大学の高等教育研究所は自然科学における業績を重視しているなだけに，自然科学に

強い日本に極めて有利な評価となっていることにまず注目されたい。

　日本の大学で世界のトップ一〇〇校に焦点を絞っていえば，二〇〇三年度には，東大（世界ラ

ンキング一九位），京大（三〇，阪大（五三），東北（六四），名大（六八）となっており，二〇〇四
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上海交通大学高等教育研究所による日本の大学の評価

　　　　　　　2003　　　2004　　　2005　　　2006　　　2007　　　2008

東　　大　　　19　　　　14　　　　20　　　　19　　　　20　　　　19

京　　大　　　30　　　21　　　　22　　　22　　　22　　　23

阪　　大　　　53　　　　54　　　　62　　　61　　　　67　　　　68

東　　北　　　64　　　　69　　　　73　　　　76　　　　76　　　　79

名　　大　　　68　　　97　　　　　　　　98　　　　94

東工大　　　　　　　　　　93　　　89　　　99
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年度には，東大（一四），京大（二一），阪大（五四），東北（六九），名大（九七）である。二〇〇五

年度には，東大（二〇），京大（二二），阪大（六二），東北大（七三），東工大（九三）で，二〇〇六

年度には，東大（一九），京大（二二），阪大（六一），東北（七六），東工大（八九），名大（九八），

二〇〇七年度は東大（二〇，京大（二二），阪大（六七），東北（七六），名大（九四），東工大（九

九）となっている。そして二〇〇八年度には東大（一九），京大（二三），阪大（六八），東北（七

九）である。一般論としていえることは日本の大学の数の圧倒的多さに比して，トップ一〇〇校

には数校しかないこと，そして東工大を除けばそのすべてが旧帝大であること，日本の名門私立

大学は世界では相手にされていないこと，旧帝大の中でも北大および九大が一度も登場していな

いことである。また，東大と京大を除けば，順位が確実に下がりつつあること（二〇〇三年度の三

位が五三であったが，これは五四，六二，六一，六七，そして六八になって，四位が六四，六九，七三，七

六，七六，七九になっている）点，そしてトップ一〇〇校には二〇〇三年度の五校から二〇〇八年

度の四校に減った点には注目されたい。このように，自然科学を重視しているが故に日本に有利

な上海交通大学高等教育研究所の評価を以ってして乱　日本の大学に対する評価が決して高くな

いといえよう。

　同じく上海交通大学高等教育研究所の計算によれば，世界のトップ一〇〇校を国別にみれば，

二〇〇六年度，日本は世界のＧＤＰの11.2%を占め，二〇〇七年度，9.0％を占めているのに，

共に六校しかなく，そして二〇〇八年度も9.0％であるのに四校しかない。二〇〇七年，アメ

リカ合衆国は世界のＧＤＰの27.4%を占めて，トップ一〇〇校の過半数を誇っており，二〇〇八

年度は27.2%でやはり半数（五四％）を豪語している。　トップ五〇〇校になると，合衆国の31.6

％であるのに対して，日本はわずか6.2%しかない。

　さて，今度はイギリスのタイムズ誌の評価をみてみよう。同誌は，上海交通大学高等教育研究

所とは異なり，自然科学のみならず，社会科学・人文科学も重視している。したがって日本に対

する評価がかなり厳しい。

　二〇〇四年度から二〇〇七年度までをみると，二〇〇四年度，東大（世界一二位），京大（二九

位），東工大（五一位），阪大（六九位）が，そして二〇〇五年度，東大（一六位），京大（三一位），

東工大（九九位）が世界のトップ一〇〇校に数えられている（阪大が一〇五位に転落）。数が極めて

少ないことといわゆる旧帝大が目立つことがまず指摘できようが，二〇〇四年から二〇〇五年の

たった一年間で，日本の大学に対する評価が低下したことも注目に値しよう。同じタイムズ誌の

評価では，二〇〇六年度，東大（一九位），京大（二九位），阪大（七〇位）（東工大が一一八位に転
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落）が，そして二〇〇七年度，東大（一七位），京大（二五位），大阪（四六位），東工大（九〇位）

が世界のトップ一〇〇校に数えられている。

　二〇〇四年度のタイムズ誌の評価が公になったとき，オーストラリアでは，某大学のトップ層

が緊急会議を開き，評価を高める政策を検討し導入したことが報告されている。このように，欧

米の（少なくとも一部の）大学は国際評価の重要性を意識しつつ自らの国際評価を高めるべく様々

な改革に既に着手している。国内事情にしか目を向けていないような印象を与えかねない，日本

国内における大学改革とは好対照をなしている。専ら国内事情に眼を奪われ，現状維持に躍起に

なったりあるいは現状を甘受したりするとき，大学の低迷と後退が始まる。

　アジア太平洋地域に焦点を絞って日本の評価を相対化しよう。タイムズ誌によれば，二〇〇四

年度，①東大，②ＡＮＵ（オーストラリア国立大学），③北京大（中国），①シンガポール国立大学，

⑤メルボルン大（オーストラリア），⑥京大，⑦モナシュ大（オーストラリア），⑧ＵＮＳＷ（ニュー

サウスウェルズ大学，オーストラリア），⑤香港大学，⑩シドニー大（オーストラリア）の順になって

いる。　トップ一〇校中，人口二千万人のオーストラリアが五校もあるのに日本は二校しかない

（トップニ○校でいえば，オーストラリアが九校と日本が三校 東工大が新たに入るだけ)。同じくタイ

ムズ誌によれば，二〇〇五年度，①北京大，②東大，③メルボルン大，①シンガポール国立大学，

⑤ANU,⑥京大，⑦モナシュ大，⑧シドニー大，⑨UNSW,⑩香港大学の順で，北京大が東

大を抜いており，更に二〇〇六年度，清華大学が京大を抜いて，二〇〇七年度に香港大が京大を

抜いている。なお，一〇月九日に発表された最新の二〇〇八年度版によれば，①ＡＮＵ，②東大，

③京大，④香港大学，⑤シンガポール国立大学，⑥シドニー大，⑦メルボルン大，⑧香港科技大

学，⑨香港中文大学，そして⑩クイーンズランド大の順になっている。詳しくはアジア太平洋地

域のトップ一〇校を取り上げる次の表「タイムズ紙によるアジア太平洋地域のトップ大学」を参

照されたい。

タイムズ紙によるアジア太平洋地域のトップ大学

　　　　　　　　　　　　　2004　　　2005　　　2006　　　2007　　　2008

東　　　　　大　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　　　　　２　　　　　　　　３＝　　　　　　　２　　　　　　　　２

Ａ　Ｎ　Ｕ　　　　　　　　　　２　　　　　５　　　　　２　　　　　１　　　　　１

北　京代　　　　　　　３　　　　１　　　　↓　　　　８　　［１４］＝

シンガポール国立大　　　　４　　　　４　　　　　３＝　　　　７　　　　　５

メルボルン大　　　　　　　　５　　　　　３　　　　　５　　　　　５　　　　　７

京　　　大　　　　　　　　６　　　　６　　　　７　　　　４　　　　３

モナシュ大　　　　　　　　　7　　　　　7　　　　　10　　　［11］　　［13］

U N S W　　　　　　　8　　　　9　　　［11］　　［12］　　［12］

香　港　大　　　　　　　　９　　　　１０　　　　８　　　　３　　　　４

シドニー大　　　　　　　　　１０　　　　　８　　　　　９　　　　　６　　　　　６

清華大学　　　　　　　　　　　　　　　　6　　　10　　［］』』

クイーンズランド大　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7　　　　10

香港中文大学　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９　　　　９

香港科技大学　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８

先述の通り，タイムズ誌の世界のトップ一〇〇校に日本の大学は，二〇〇四年に四校，二〇〇
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五年と二〇〇六年度にはわずか三校しか挙げられていない。二〇〇七年度は再び四校になってい

るが，同二〇〇七年度にシンガポールが二校，香港が三校，中国が三校，オーストラリアが八

校となっている。二〇〇八年の場合，日本は四校であるのに対し，シンガポールが二校，香港が

三校，中国が二校，オーストラリアが七校である。「一流」をトップ一〇〇校と仮に定義すれば，

数字的には日本は，アメリカ合衆国やイギリス，オーストラリアに到底及ばず，香港や中国，シ

ンガポールとやっと競り合っている程度である。日本の大学で実際に教鞭をとっている者にとっ

て，世界第二の経済大国，教育先進国たる日本のこの実績は，まことに心細いという他はない。

　ちなみにいうと，タイムズ誌によれば，近代的な「大学」の父と呼ばれることもあるフンボル

トの国，ドイツでは，ヨーロッパのトップ一〇校には一校もなく，世界のトップ一〇〇校には，

オランダより一校少ない三校しか数えられていない。ドイツも日本同様，世界の目覚しい動きに

は追いついていないようだ。もちろん，日本にしてもドイツにしても英語圏ではないので，英語

主導の業績評価が不利な点は否めない。ただ，自然科学におけるネイチャー誌やサイエンス誌が

権威誌として認められているのは，英語で出版されているためだけとは到底思えず，その評価の

高さはむしろ第三者による査読（レフリー制）を含むプロセスに由来している。採択基準の厳し

さが，学術誌の学問水準を引き上げているのだ。

　アジア太平洋地域もこれからは激烈を極める大学競争の時代に突入するであろう。フロントラ

ンナーは明らかにオーストラリアではあるが，香港やシンガポールも健闘しており，中国も急速

に追い上げている。このままでは，日本の立ち遅れはますます拡大していくことになる。

　さて，慢性的な少子化状況を乗り越え，生き残りを図っていくため，また大学の質を確保・維

持するために学費を支払う優秀な留学生に期待することは必定だが，現時点での日本の大学評価

の低さでは，これは到底期待できない。その上，日本の受験生や親，企業が世界ランキングを意

識するようになると，国内では一流と目されても世界的には四流・五流にすぎない大学に進学す

るよりは，むしろ海外の「まとも」な大学に挑戦する受験生かますます多くなることも想像に難

くない。日本では名門の早稲田や慶応義塾でさえタイムズ誌の世界トップ一五〇校にも上海交通

大学の世界トップニ○○校にも数えられていない。事実，世界という舞台では，日本のいわゆる

名門大学の多くは，そもそも「大学」とさえ看倣されていない。 Ｅ・Ｈ・キンモンスにいわせる

と，英米などの文脈では，「大学(university)」とは幅の広い，また質の高い，研究教育力を意味

するが，日本の「大学」（の多く）はこの定義は当てはまらず，むしろ「カレッジ」（カレッジはこ

の場合は四年制であっても内容が短大という意味で「四年制短期大学」と訳すこともできよう）に匹敵す

るという二　日本の中学校・高等学校の教育の水準は確かに衰退しつつあるが，依然として世界で

はトップクラスである。したがって，早稲田や慶応義塾に入学できるような受験生の多くは，世

界のトップ大学にも入学できるはずだ。思うに　このままでは日本の受験生の優秀層の海外流出

はもはや時回の問題 既に細々と，しかし確実に始まっている問題 であり，海外からの優

秀な留学生獲得どころではあるまい。

　国際評価の高い大学は，研究力の高い大学に他ならない。総合的な研究力をはかるには様々な

方法が考えられるが，概していえば，第三者による評価に基づく競争的研究費の獲得，そして何

といっても研究業績が重視される。真の国際大学とは上記の世界のトップ大学と対等にやり合え

る大学のことであり，そうでなければ国際大学というのはまやかしに過ぎない。
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　日本国内では，大学を評価する一つの方法は競争的資金獲得件数，中でも科研費（科学研究費

補助金）獲得件数であろう。科研費の場合，国・公・私立大学などの研究者が（原則として）全員

応募できること，そして申請の採択・不採択を決める過程で第三者的評価が行われていることを

考之合わせると，科研費採択件数をもって大学を評価Ｕ槙位づけることにはある程度の信憑性が

あるといえる。幸い，文部科学省が「平成20年度科学研究費補助金　機関別採択件数・配分額一

覧［新規採択十継続よ］）」を出しており，各大学の採択件数を確認することができるようになって

いる。教員の数で割るなど，手を加えることもできようが，データを生のままで駆使してみよう。

　タイムズ誌の二〇〇八年度の世界トップ一五〇校，上海交通大学の二〇〇八年度トップ一五〇

校，そして二〇〇八年度に発表された科研費の採択件数からみた日本のトップ大学は，次の表の

とおりになる。

今日の日本のトップ大学

よ二言。。よヅ竺。　科研費の採択件数

　東大（19位）　　　東　大　　（19位）　　　東　大(2745件）

　京　大（25位）　　　京　大　　（23位）　　　京　大(2234件）

　阪　大（44位）　　　阪　大　　（68位）　　　東北大(1872件）

　東工大（61位）　　　東北大　　（79位）　　　阪　大(1863件）

　東北大(112位）　　　東工大（↓O卜15↓位）　　　九　大（1360件）

　名　大（120位）　　　名　大（10卜151位）　　名　大（）玉5件）

　　　　　　　　九大(101-151位）　　北大(1263件）

　総じていえば，科研費の採択件数が相対的に少ない東工大の国際評価が高いこと，タイムズ誌

では北大を除けば旧帝大が上位を独占していること，いずれの評価においても（っまりかなり異な

る評価基準を駆使しても）日本の私立大学に対する評価が極めて低いこと，そしていずれにおいて

も東工大の例外を除けば順番に大差がないこと，以上のことがまずいえよう。

国際評価の重要性

　日本の大学が高く評価されない最大の理由とは，研究業績（少なくとも国際的に評されうる研究業

績）の欠如にあろう。欧米諸国の大学は，研究業績の国際比較が可能となるようなシステムを導

入しつつあり，国際比較が困難となるような業績は，業績としてそもそも看倣されないようにな

りつつある。たとえば，日本で相対的に高く評価されている単著・編著・共著などは，出版社間

比較の困難の故に業績と看倣されないようになりつつある。「大学紀要」はいうまでもないが，

国際評価の極めて高い学術誌でなければ学術誌の論文も業績と看倣されない。他者による引用も

重要な指標となりつつある（つまり，国際評価の高い学術誌の論文で，自分の書いた論文がどれだけ引

用されているか，引用される場合は何人によって何回引用されているかといういわゆるインパクト・ファク

ター（影響力）が評価の指標となる）。個々の研究者の評価は，そして個々の研究者の属する大学自

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∩32）



　　　　　　　　　　　　　　　日本の大学と国際評価（アスキュー）　　　　　　　　　　　　　　　69

体の評価は，このように論文の投稿先の出来不出来と論文のインパクト・ファクターによって決

まる。このシステムでは，レフリー制・査読制を欠く日本の大多数の「学術誌」は不利である。

このことは，日本では，自然科学の分野では熟知されているようだ。自然科学者の多くは世界水

準にある学術誌に自らの研究論文を投稿・発表しようとしているので，自然科学の強い大学は世

界にも通用しうる。しかしながら，社会科学や人文科学の分野では，依然として，国際基準に関

する意識は薄く，大きな遅れをとっている。

　高い評価を与えられている世界の大学は，国際社会に認知されていることをセールスポイント

にしている。また，国際評価の重要性を心得ている各国の大学の多くは自らの地位を少しでも高

めようと躍起になっている。幸か不幸か，大学の評価とは，基本的にその教員の研究業績に依拠

している（換言すれば，ある大学の研究力は，その研究者の力量に全面的に依拠している）。　したがって，

問題意識のある大学は，自らの教員の研究活動を全面的に支持し，研究業績を出さない人には多

大な退職金を払ってでも去ってもらうように努力している。ところが，日本の大学の多くでは事

情は全く異なっている。大学人の研究業績よりも偏差値で大学評価が決まることが影響している

のか，研究業績の有無というものが必ずしも問題とならないようだ。事実，私の知る複数の「学

者」は研究業績がないという理由から，アジアの某名門大学を去る羽目になったが，日本の某大

学では「国際」色の人材として見事に雇われた。日本の大学はこのような「人材」（まともな大学

ではもはや雇ってもらえないような「人材」）の掃き溜めとなっている。同時に，筆者の元同僚でイ

ギリスの名門大学に栄転した人のように優秀な学者がチャンスを見つけ次第海外に流れている。

こうした「人材」の動きの結果，まさに大学産業における先進国に優秀層が，日本など大学産業

における発展途上国に先進国では使えない「学者」が配分され，そのまま世界的な大学の再編を

物語っているといえよう。

　また，欧米の大学では，大学教育に対する態度は，日本の多くの大学とは明らかに一線を㈲す。

欧米の大学は，雇用者に自らの学生の「質」を保証するためにも，教育に力を入れて，勉強をし

ようとしない学生の退学処分も辞さない。事実，入学する学生数と卒業する学生数との間には，

かなりの差があることも多々ある。対する日本の大学では，言い古されたことではあるが，入り

口こそ狭いが，出口を「狭き門」と感ずる人はまずいないであろう。少子化と共に入り口も「狭

き門」ではなくなると，問題は一層深刻化・悪化していくことは歴然としている。筆者は海外の

大学で長年働いてきたプロの大学人で日本の大学にきた数多くの人と会ってきたが，彼らは，日

本の大学に雇われて日本にやってくる場合，教育の甘さ・欠如，そして研究に対する姿勢をみて，

唖然とさせられることが多々あるようだ。筆者のある同僚は，海外の名門大学にいた時と比べて，

今の日本の大学では倍以上のコマ数を担当しているが，日本の方が遥かに楽だという。授業の質

を気にする必要が全くないからというのが理由だ。国際競争の中で，生き残りを考えるのでれば，

教育や研究に対する抜本的見直しが必要であろう。

昭和四〇年C

今後の対策

こ出版された永井道雄の『日本の大学一産業社会にはたす役割』は次のようには
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じまる。「日本の大学で働くものの一人として，この数年間，私の頭を去らないのは，大学の現

状はこれでよいのかということである。教育の内容も充実していないし，大学や学生の数が多い

わりには，世界的な研究の成果に乏しい。そのほか，人事の面での学閥主義，研究教育計画の不

足など，眼にっく欠点はあまりにも多いのである」ご四十年強も前の指摘ではあるが，遺感な

ことに今日の現状にも見事に当てはまる。

　日本の大学の問題は教育の内容に留まらない。例外は当然ながらあるが，図書のない「大学図

書館」，学問を知らず研究業績のない「学者」，授業にろくに出ず，勉強をせず，「学」と縁のな

い「学生」，教養や教育，研究を蔑ろにする「大学」経営陣などなど，個々の問題に言及すると

きりがない。多くの「大学」の質の低さは，大学という世界の外にいる人の想像を絶するものだ。

では質の向上をはかるには，どのような対策が考えられるか。

　まず問題の深刻さを確認する必要がある。最近アメリカ合衆国の有力紙であるＴｈｅ New

ＹｏｒｋＫｅｖiexｖｏｆＢｏｏｋｓを読んでいたところ，スタンフォード大学に雇われている実に七割以上

の人が教育に携わっていないという8ﾑ無論，中には門番や事務員もいるだろうが，専ら研究活動

に携わっている者も大勢いる。教育に携わることのない学者を大勢抱えられるのは，一つには，

外部資金の獲得が可能な故である。例えば，ジョンズ・ホプキンス医学校には四八〇人の医学生

しかいないが，年三六四百万ドル（約43,032,170,648円）もの研究費を連邦政府から支給されてい

る（民間財団や州政府などからの研究費は含まれていない点に留意されたい）。アメリカ合衆国全国の医

学校・付属病院をみると，一三万七千人の教授に対して医学生・研修医は全部で一一万二千人し

かいない。多大な外部資金・研究費の獲得があって始めて可能になるような比率だ。

　繰り返しになるが，今日の高等教育という市場では，大学の評価は，教員の研究業績によって

決定される。したがって，以上のような大変恵まれた研究環境にいる教員（正真正銘の学者）と競

争するとき，日本の大学教員はかなり不利であるといえよう。同時に巨大な寄付金や多種多様な

基金（ｅｎｄｏｗｍｅｎt）という点でも，アメリカ合衆国などと比べて日本は極めて脆弱だといわざる

をえない。

　こうした問題の深刻さを確認した上で，日本がとりうる対策としては，第一に国（文部科学省）

の対策，そして第二に各大学が自主的にとれる対策とに大別できよう。

　国の立場からすれば，日本の大学の質・国際評価の一般的な低さという現状の抜本的改善は一

朝一夕にできるものでは決してない。大学によっては改善は不可能であろう。ただ世界のトップ

一〇〇校に入る大学が数えるほどしかないということも国益を害するであろう。したがって，徹

頭徹尾，競争原理を導入し，国からの補助金などを国際評価と直接結びつけるようにしなければ

ならない。各大学の教員が国際的に評価される研究業績を出せば出すほど，当該大学への補助金

を多くし，業績がなければ補助金もゼロにするという極めて厳しい姿勢で臨むことが，結果とし

て，日本のすべての大学における有意義な意識改革をもたらすに相違ない。

　同時に潔く諦めることも重要であろう。全ての大学が例外なく国際評価に与ることはない。護

送船団方式を重視する公共政策では，全滅もありうるので，国が一種のリーグ制を鮮明に打ち出

す必要がある。つまり，世界水準に達している（あるいは達しうる）第一リーグに公的資金を重点

的に投入し，準世界水準に達している第ニリーグに質の向上を求め，それ以下の第三リーグを既

存の専門学校レペルと同一視して，コミュニティ・カレッジとして位置づけて中央政府からの資
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金投入に終止符を打つことも検討すべきであろう。換言すれば，かっての旧制高校のように徹底

したエリート主義を（再）導入し，資金の重点的配分を通じて世界的生き残りをはかるしかなか

ろう。

　第一リーグとは，世界のトップ一〇〇校入りを現実的に維持でき，あるいは狙える大学（五・

六校前後であろうか）に加え，トップニ○○校入りを現実的に狙えるグループ（先の五・六校プラス

五・六校くらいか）から構成されるであろう。現実的に考えて，五・六校から，希望観測的に考え

て，一〇・一二校から構成されるグループのことであり，世界のトップクラス大学と競える「卜

ップ三〇大学」構想は夢のまた夢といわねばなるまい。第ニリーグとはおそらく二〇校前後が数

えられるであろう。全部合わせると三〇校前後しかなく，日本の大学には数百校がコミュニテ

ィ・カレッジの第三リーグに回されてしまうことになろう。

　残念ながら，現状では，独創的で先端的な学術研究に携わることのできる第一・第ニリーグの

大学は，日本では，非常に限られており，国際評価に堪えうる学術研究に実際に携わっていない

大学が殆どである。第三リーグの大学への公的資金の投入継続は，まさに豚に真珠でしかない。

　各大学に自動的に与えられている補助金を大幅に減らし，その代わり，研究力に基づく競争的

なＣＯＥ（21世紀ＣＯＥプログラム）や科研費を増やすようにするのも一つの手であろう。事実，オ

ーストラリアやイギリスでは，国から与えられる補助金を研究業績と直接結びつける政策を既に

とっている。これは，国が各大学に与える補助金を例えば一律三〇％削除して，各大学の教員が

過去三年間に公にした研究論文で国際的に評価されるものを数えて，浮いた三〇％を論文数で割

って，大学に配分する政策である。このような政策を導入すると，大学の意識改革に奏効するで

あろう。つまり，研究を蔑ろにすると補助金が削除され，研究活動を支援すると補助金が増加さ

れるということになり，各大学は研究業績を生み出さない人を追い出し，研究業績を生み出す人

をできるだけ多く獲得することに躍起になる。

　各大学の立場からすれば，逆説的に聞こえるかも知れないが，まず第一に国から距離を置くこ

とが何よりも喫緊の課題である。というのも世界的にみれば，国立大学よりも私立大学の方が概

して優れているからだ。ｨ可しろ，研究に必要な資金を，公共部門が賄えるとは到底思えない。国

の財政的限界からみても，国から距離を置くようにしなければ，東大や京大ですら，研究に必要

な資金の確保が不可能になっていくということは火をみるよりも明らかである。思うに学費を

アメリカ合衆国並みの高いものにしていかなければ抜本的な改善はないであろう（無論，学費の

引き上げと同時に教育の充実や学術研究の発展を約束しなければなるまい）。

　第二に大学自体が研究活動に対する従来の生ぬるい考え方を改める必要があろう。国際市場に

参戦している大学にとって，個々の教員が研究に励めば励むほど大学の評価が高められ，大きな

プラスとなると同時に，教員からすると，研究活動に日々勤しんでいかないと，外部の研究費に

ありつくこと乱次のポストにありつくこともできなくなる。筆者がかつて勤めたオーストラリ

アの大学では，教員全員が「直接研究業績にっながらなければ学部学生の教育には時間を割く

な」としばしば命じられていた。「学部学生よりも院生を重視し，院生よりも自らの業績を重視

せよ」と耳にタコができるほどいわれるのである。教員も大学もまずは研究活動を死活問題と考

え，大学は研究に必要なサポートを極力与えるようにしている。ここで大学と教員の利害が見事

に一致しているわけだ。ただ，日本の一部の大学では教員が研究を重視する姿勢を示すと，研究
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を蔑ろにする大学経営者と衝突してしまうこともあり，利害の一致をはかるのが難しい。

　第三に大学においても競争原理を導入し，例えば研究費を平等に配分したり学内政治の有力者

に配分したりするのではなく，むしろ研究業績のある人に重点的に配分することや，個人契約を

もって研究者を極力優遇するようにしなければならないであろう。少なくとも学問の世界では業

績の「格差」によって待遇が差別化されるのは是認されて然るべきではないか。ただしここで気

をつけねばならないのは，競争があくまでもフェアであることだ。一部の大学では「競争」の美

名の下にネポティズムを導入してしまったところもある。

　筆者が以前属していたオーストラリアのモナシュ大学のある学科では，教員の数が二，三年間

で三〇人前後から一〇人前後に激減した。この大学は世界でもトップクラスの大学であっただけ

に，研究業績を定期的に出す人，競争的な外部資金を獲得する人を極力優遇して，そうでない人

に去ってもらうように努力していた。研究業績のない「学者」がいなくなり，研究業績のない学

科が淘汰されていく過程で，大学の質が確保されていく。このような努力のないところでは（っ

まり日本の大多数の大学の現状では），大学の質・評価が低下する挙句の果て，大学そのものが淘汰

しかねない。

　もう一つの重要な対策として，国，大学，そして各教員が，世界のグローバル・スタンダード

を確認することが挙げられるであろうにれはフェアな競争の導入という点でも重要である）。世界の

一流，あるいは一流を目指している大学には共通した文化，一種の国際基準が見受けられるとい

えよう。まず何といっても匿名性を重視する，第三者的な識者・同業者による審査・評価（いわ

ゆるpeer review)の徹底的な文化の存在を指摘しなければならない。審査・評価は，個々の研究

論文の査読，教育や授業，大学院生の指導の第三者的評価，研究助成金申請書の審査，研究者の

それまでの経歴のみならず，学科や学部，大学全体にまで及ぶので，評価過程は実に多岐にわた

るものとなっている。いうまでもなく，第三者的な評価は，同時に競争原理の導入を意味して

おり，また全般的な評価活動は質の向上に資するものとなっている。そういう改革によって，大

学や大学教員間の「格差」がより明示され，大学のランキングが顕在化され，あるいは教員の待

遇に差が出たとして乱それは許容されるべきだ。

　日本の大学の中には，こういった文化を受け入れ実施しようとしているところがどれだけある

か，真に心細い。世界は確実に動いていて，受け入れるか否かはもはや好みの問題ではなく，生

き残りの問題なのである。受け入れなければ日本の大学が全滅してしまう。せめて第一リーグと

なるべき大学だけでも重い腰を挙げて国際競争と国際評価との新潮流に積極的に乗り出していか

なければ，取り返しのっかないことになろう。競争，殊に研究業績をめぐる競争や大学間競争を

強調すると，競争よりも教育や教養の方が大切であるという人が必ずや現れる。しかし，川成洋

も指摘するように，一部の例外を除けば，研究が「休眠」状態の人は，教育も大抵「休眠」状態

であり，教養もまた「休眠」状態であぷ）ﾑ競争と教養は必ずしも矛盾しない。初心な議論に偏さ

れて，世界競争に背を向けていては，日本の世界評価は下がるばかりで，生き残りは期待できな

い。国も個々の大学人も生き残りを賭けて早急に改革に乗り出さなければいけい。大学の質の向

上は，必ずや教養の回復にも一石投じるに違いない。
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